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第Ⅰ部 第２章のポイント 
 
１．オランダではワークシェアリングが雇用創出に大きな貢献 
 
z ワークシェアリングとは雇用の分かち合いを意味し、時短によって仕事の機会を
増やすのが典型的な方法である。雇用維持型と雇用創出型に二分できる。 

z 82 年末以降推進されたオランダは、短時間雇用を生み出す雇用創出型が基本。
パートタイム労働者（フルタイムで働く雇用者に比べて労働時間が短い正社員）

を中心に、サービス分野で雇用が増加した。雇用の増加は女性労働力率の急速な

高まりによって支えられた。この結果、経済危機に見舞われていた 80 年代前半

の失業率は 12％程度に達していたが、2001 年には３％を下回るまでに低下し

た。 
z 他方、85 年から実施されたドイツのワークシェアリングは雇用維持が基本であ
り、雇用者数はほとんど増加しなかった。フランスでは、99 年から法律によっ

て時短が推進されているが、大きな効果は未だ観察されていない。 
 
２．オランダの生産性の伸びは低く、労働コストは高い伸び 
 
z 90年代以降についてみると、３か国とも実質賃金上昇率は低い伸びに抑制され、
労働分配率の上昇は回避されている。ドイツの分配率は低下傾向が明らかである。 

z 生産性上昇率は、オランダの伸びが低く、ドイツ、フランスを下回っている。こ
れは短時間労働による能力発揮の制約や勤務交代の非効率等によるのではないか

と考えられる。 

z この結果、オランダの単位労働コストはドイツ、フランスを上回る勢いで増加し
た。2000年以降、オランダのＧＤＰデフレータは４％前後の高い伸びとなる。 

 
３．ワークシェアリングを支える施策―オランダ 
 

z パートタイム労働者の均等待遇が進められ、年金、失業手当、健康保険などに関
してフルタイム労働者と同等の権利が付与された。 

z 同一の職務をこなす者は時間当りの賃金が同じでなければならないという同一労
働同一賃金の原則が確立された。 

z 減税や社会保障制度改革を行い、労働者と事業主の負担を軽減すると同時に、給
付額の削減等を行った。これによって、多様な形態の就業を支援した。 

z 職業紹介業の規制緩和を行い、公共職業紹介所の民営化、民営職業紹介所の設立
規制の緩和等によって、民間職業紹介サービスを推進した。また、若年失業者や

長期失業者への職業訓練の充実を図った。 

 

４．選択の幅を拡げ、働き方の多様化に向けて 
 
z ワークシェアリングが単に企業の労使間の分配問題にとどまらず、弾力的で多様
な雇用形態を通じて労働力の移動を促進し、資源配分の効率化をもたらす可能性

が重要な点である。単なる仕事の分かち合いだけでは、活性化に限界がある。 
z 働く意欲と能力のある人々の働き方を制限するのでなく、選択の幅を拡げ、多様
なライフスタイルにも対応した働き方を拡げていくことが、雇用の緊急避難にと

どまらず、中期的に雇用を守っていくことにつながる。 
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